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1 ．はじめに

1.1．�社会福祉士養成校協会の相談援助実習評価
表

2007年の社会福祉士及び介護福祉士法の一部改
正によって、2009年から社会福祉士養成指定科目

社会福祉士養成校協会相談援助実習評価表による 
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和文要約

社会福祉士養成校協会は2013年に、「相談援助実習・実習指導ガイドライン」及びこれらに対応した
「相談援助実習評価表」（以下、評価表）を作成した。この評価表は、「ソーシャルワーク実践力」にお
ける「ミニマム・スタンダード」の議論を踏まえ、社会福祉士の国家試験受験資格取得を目指す学生
が、相談援助実習で「何をどこまで学ぶのか」といった学習内容が網羅的かつ並列的に示されているこ
とが特徴である。この評価表の使用によって、相談援助実習及び相談援助実習指導を履修する学生（以
下、実習生）の学習達成度が明示されることになる。本研究は、この評価表を実習生自身の自己評価と
して用い、その結果を明らかにすることで、相談援助実習の学習内容や実習指導上の課題を検討するこ
とを試みる。実習生による自己評価のみの結果ではあるが、本研究の結果から、評価表によって、相談
援助実習でなされた学習内容とその達成度を確認することができた。しかしながら、学習の達成度は学
習内容によって差があった。筆者は実習後達成度としての得点が低い項目が生じる理由を、①当該実習
生及び当該担当教員に帰する要因、②実習配属先機関・施設及びその実習指導者に帰する要因、③評価
表が示す学習内容自体に帰する要因、④実習生自身が項目の示す学習内容を意識化できない要因の 4 点
に整理し言及した。
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は新たなカリキュラムとなり適用されることと
なった。このカリキュラムではいわゆる「ソー
シャルワーク実践力を有する社会福祉士養成」と
いう目標が明示されるなか、特に実習教育に関連
する科目が拡充された。これを受け、社会福祉士
養成校協会（以下、社養協）では実習教育の標準
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化を目指すべく、2013年に「相談援助実習・実習
指導ガイドライン」及びこれらに対応した「相談
援助実習評価表」（以下、評価表）を作成した。
この評価表は、「ソーシャルワーク実践力」にお
ける「ミニマム・スタンダード」の議論を踏ま
え、社会福祉士の国家試験受験資格取得を目指す
学生が、相談援助実習で「何をどこまで学ぶの
か」といった学習内容が網羅的かつ並列的に示さ
れていることが特徴である。

この評価表の使用によって、相談援助実習及び
相談援助実習指導を履修する学生（以下、実習
生）の学習達成度が明示されることになる。ま
た、その結果が評価の実施主体である実習指導者
や実習担当教員、その対象である実習生に対し
て、可視化、共有化することができ、その意味
で、実証性に基づいた実習教育実践とその研究の
地平を開くことができると考える。

1.2．実習評価に関する研究
実習評価に関する研究は近年増えてきている。
池田・米本（1991）は、実習教育上の実習目標

に対応した評価の必要性を主張し、実習配属側と
実習生自身にそれぞれ評価を求め、結果を比較、
検討している。その後、池田（2005）は、実習教
育の目標をソーシャルワーカーとしての専門的能
力の獲得にあると位置づけるコンピテンシー・モ
デルに基づき、池田が所属する北星学園大学社会
福祉学部の教員が中心となって開発した「自己コ
ンピテンス・アセスメント」の記入を実習指導及
び実習の前後 6 回にわたり実習生に求め、その対
応関係にある結果を分析し考察し、実習教育上の
課題について言及している。中村ら（2009）は、
ISO9001規格の考え方をもとに、実習教育全体を
システム化することの意義を主張し、教育の手順
と学習内容を標準化することを目的に、独自に開
発したワークシートや実習計画書、北星学園大学
の 自 己 コ ン ピ テ ン ス・ ア セ ス メ ン ト（ 池 田　
2005）をもとに批判的に検討し作成したアセスメ
ント表への記入を実習前の学生に求め、その結果

を検討しつつ、何をどこまで教えるのかといっ
た、実習教育に対する評価領域や評価基準を設定
することの必要性について言及している。巻ら

（2014）は、相談援助実習におけるOSCE（客観
的臨床能力試験）を開発、実施し、相談援助実習
前に実習生に求められる技術水準が明示されるこ
との意義を主張している。また阿部（2014）も通
常OSCEと合わせて実施されるCBT（Computer 
Based Testing）を、実習前評価システムの一つ
として取り上げ、コンピュータ入力ではなく印刷
した用紙での実施を「疑似CBT」として、実習
生への実施を試みている。小林ら（2014）と佐々
木ら（2013）は、相談援助実習指導の評価方法に
おいては、一定水準の実践力に達しているかどう
かといったそのパーフォーマンスを判断するのに
ルーブリック評価が適していると考え、独自に作
成したルーブリックをを複数の教員で担当する科
目でもある相談援助援助実習指導の授業運営に関
連づけて使用することを試み、その意義や課題に
ついて言及している。藤井ら（2005）は、実習を
経験した実習生自身が、実習先や教育機関の実習
指導カリキュラムやその体制について評価するこ
との意義を述べ、その評価票の開発を試みてい
る。

これらの上記の研究の特徴としては、①一定の
学習内容の水準やその達成度を、研究者各自が設
定、作成した実習評価の結果から明示することを
試みようとしていること、②評価の結果を実証的
に検討し、評価項目自体の検討も含め、実習教育
のカリキュラムや授業デザインにフィードバック
することで、実践された実習教育の課題を明示し
つつその改善を目指していることが挙げられる。

本研究は、上記①②を踏まえ、社養協の「相談
援助実習評価表」を実習生自身に自己評価として
記入を求め、その結果を実証的に明らかにするこ
とを特徴とする。これまで、社養協の評価表を用
いた実証的研究はまだ見当たらず、本研究はこの
評価表の使用自体への吟味を試みる点でも意義が
あると考える。
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1.3．目的
本研究は、相談援助実習に臨む実習生に対し

て、この評価表を実習生自身の自己評価として用
い、その結果を明らかにすることで、相談援助実
習の学習内容や実習指導上の課題を検討すること
を試みる。

2 ．対象と手続き

筆者自身が担当するX女子大学の平成26年 8
月から 9 月にかけておよそ120時間の相談援助実
習を行う実習生26名（ 3 、 4 年生）に本調査を実
施した。なおこの実習生たちは、平成25年 2 月か
ら 3 月にかけて各々60時間以上の実習を終了して
いる（この一回目の実習配属先は後日の120時間
の実習配属先と必ずしも同一配属先とは限らな
い）。実習事前事後にそれぞれ実習生自身が自己
評価として記入できるように、評価表の各チェッ
ク項目における評価基準の表現を修正した評価表
を作成した（以下自己評価表）。実習事前の自己
評価表では、教示文を「あなたの実習における、
現時点での学習の達成状況に基づいて、あてはま
る選択肢のうち、それぞれ一つずつ選び、その番
号もしくは記号を○で囲んでください」とし、評
価基準を「 4 ：十分達成できると思う、 3 ：だい
たい達成できると思う、 2 ：ある程度達成できる
と思う、 1 ：あまり達成できないと思う、NA：
質問項目の意味がわからない」とした。また実習
事後の自己評価表においては、上記と同様の教示
文で、評価基準を「 4 ：十分達成できた、 3 ：だ
いたい達成できた、 2 ：ある程度達成できた、
1 ：あまり達成できなかった、NA：やっていな
い」とした。なお評価基準はリッカートスケール
とみなしNAを 0 点として集計、解析を行った。
実習事前に、対象となる実習生に対して上記実習
事前の自己評価表の項目及び実習先の種別を問う
質問と学生の年齢及び氏名を問う質問によって構
成された質問紙に記入を求めた。実習終了後に、
実習事後の自己評価表及び学生の氏名を問う質問

によって構成された質問紙の記入を求めた。実習
配属先は児童養護施設、特別養護老人ホーム、地
域包括支援センター、障害者支援施設、社会福祉
協議会、福祉事務所、児童相談所等であった。26
名のうち分析に有効となる21名（20−22歳）の
データを対象とした（有効回答率80.8％）。

実施前に学生に本研究の調査の依頼をした。そ
の際、氏名を記入するのはデータの対応関係を知
るためであって本授業の成績評価とは関連のない
こと、質問紙調査票の記入を拒否することができ
ることを文章にて説明し、了解を得た。なお本研
究は筆者が所属する大学内研究倫理委員会の審査
を得た。

3 ．結果と考察

表 1 は、分析の対象となった実習生21名の配属
先種別をまとめたものである。

表 2 は実習後の小項目における結果である。小
項目は合計51である。表の右端の列の記号は、小
項目の平均値が2.5以上と比較的高いと思わるも
のに◎を、2.0未満と比較的低いと思われるもの
には△をつけた。また項目に対して「 0 ：やって
いない」と回答したものが 5 名以上いた項目には
＊をつけた。

表 3 は実習後の小項目を厚労省シラバスの区分
に従いそれらの平均値を中項目としてまとめた結
果である。中項目は21あるが、そのうち、中項目
2 、15、16、17、それぞれ小項目 1 つのみに対応
している。表 4 はさらに中項目を厚生労働省相談

表 1　実習配属先の結果
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表 2　実習後の小項目における結果
（右端の欄において、◎は平均値が2.5以上、△は平均値が2.0未満、*は「 0やっていない」の度数が 5以上ある項目）

表 3　実習後の中項目の結果
（塗りつぶしは平均値が2.0未満）
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援助実習シラバスの内容にあたる部分に従いそれ
らの平均値を大項目として（以下、大項目）まと
めた結果である。

3.1．実習後の各自己評価結果とその考察
3.1.1．実習後の各自己評価項目の結果

小項目の結果を全体的にみると、その平均値は
項目上位の部分がやや高く、下位の部分に行くに
したがってやや低くなっている傾向にある【表
2 】。これらを大項目（内容）の区分からみれば、
ア：「円滑な人間関係の形成」、イ：「利用者理解
とその需要の把握及び支援計画の作成」、ウ：「利
用者やその関係者との援助関係の形成」の平均値
は比較的高く、エ：「利用者やその関係者への権
利擁護及び支援とその評価」、カ：「職業倫理、組
織人としての役割と責任の理解」、キ：「経営や
サービスの管理運営の実際」、ク：「地域社会の一
部であることの理解と地域社会の働きかけに関す
る理解」の平均値は比較的低かった（表 4 ）。

しかしながら比較的平均値の高い大項目ア、
イ、ウにおいてもQ 9 ：「 8 を踏まえて考察した
ことや分析したことを説明できる」や、中項目
6 ：「個別支援計画等、様々な計画の策定方法を
学ぶ（プランニングまでを主として）」に対応す
るQ13：「プランニングの重要なポイント、手順
が説明できる」、Q14：「利用者のアセスメントに
基づいてプランニングができる」、Q15：「担当す
る利用者（特定ケース）の支援目標を根拠を示し
て設定できる」の 4 つの小項目は低かった（表
2 ）。

一方、大項目において比較的低い平均値であっ
た、エ：「利用者やその関係者への権利擁護及び
支援とその評価」に対応するQ22：「実習機関・
施設における苦情解決の流れを説明できる」、
Q23：「実習機関・施設における利用者への権利
擁護の取り組みを説明できる」、Q24：「実習機
関・施設におけるエンパワメント実践を抽出して
説明できる」、Q25：「利用者への支援やサービス
に対するモニタリングができる」、Q26：「利用者
への支援やサービスの評価ができる」の 5 つのす
べての小項目の平均値は2.0未満で低かった（表
2 ）。

またカ：「職業倫理、組織人としての役割と責
任の理解」に対応する小項目 4 つのうち、Q33：

「実習指導者の業務観察の中から、社会福祉士の
倫理判断に基づく行為を発見・抽出し、説明でき
る」、Q34：「実習中に体験した倫理的ジレンマを
言語化できる」、Q36：「実習機関・施設の就業に
関する規定などについて説明できる」の 3 つ

（75％）の平均値が低かった（表 2 ）。
またキ：「経営やサービスの管理運営の実際」

に対応する 5 つの小項目のうち、Q37：「実習機
関・施設の意思決定過程（稟議の流れ等）、決議
機関、委員会の役割等について説明できる」、
Q38：「実習機関・施設の法的根拠及び予算・事
業計画、決算・事業報告について説明できる」、
Q39：「実習機関・施設で用いられる文書の種
類・用途・管理方法について説明できる」、
Q40：「業務日誌・ケース記録の特性や書き方を
説明できる」の 4 つ（80％）の平均値が低かった

表 4　実習後の大項目（内容）の結果
（項目の文章は厚労省シラバス上のタイトルを筆者が圧縮して記述）
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（表 2 ）。
またク：「地域社会の一部であることの理解と

地域社会の働きかけに関する理解」に対応する小
項目は10あり最も多いが、そのうち、Q45：「当
該地域の地域福祉計画・地域福祉活動計画の特徴
をあげることができる」、Q47：「当該地域アセス
メントを行うことができる」、Q48：「当該地域に
おけるネットワーキングの実践を説明できる」、
Q49：「当該地域住民や当事者の組織化の方法を
説明できる」、Q50：「情報発信の意義と方法を理
解できる」、Q51：「実習機関・施設が行う当該地
域に開かれた行事の意義を説明できる」の 6 つ

（60％）が平均値が低かった（表 2 ）。
なお、各小項目において 1 人以上「NA：やっ

ていない」との回答があった項目は51項目中、18
項目（項目全体の35.3％）であった（表 2 ）。ま
たその中で特に21名中、 5 人以上（回答者全体の
23.8％）が「NA：やっていない」と回答した項
目は、Q14：「利用者のアセスメントに基づいて
プランニングができる」、Q15：「担当する利用者

（特定ケース）の支援目標を根拠を示して設定で
きる）、Q25：「利用者への支援やサービスに対す
るモニタリングができる」、Q26：「利用者への支
援やサービスの評価ができる」、Q47：「当該地域
アセスメントを行うことができる」、Q48：「当該
地域におけるネットワーキングの実践を説明でき
る」の 6 項目（項目全体の11.8％）あった（表 2 ）。
3.1.2．�実習後の各自己評価項目の結果に対する

考察
これらの結果は学生の自己評価結果であり、各

項目に対して、達成できたかそうでなかったかを
学生自身の主観によって示されたものである。そ
れゆえ、比較的平均値の高い項目は、当該学生自
身が十分に達成できた、もしくは達成しやすかっ
たと感じられた項目であろうし、比較的平均値の
低い項目は、十分に達成できなかった、もしくは
達成しにくかったと感じられた項目であると思わ
れる。各項目の自己評価得点が低い理由はいくつ
か推察される。筆者は以下 4 点にて整理した。

3.1.2.1．�当該実習生及び当該担当教員に帰する要
因

一つには、当該実習生及び当該担当教員に帰す
る要因であり、当該実習生に対してその項目が示
す学習内容の難易度が高く達成することが困難で
あることが挙げられる。つまり実習生自身が事前
学習を行って実習に臨むことの必要性が示唆され
たこととなり、そのため実習系科目を担当する当
該担当教員は当該実習生に対する自らの教育実践
を改善していくことが求められることになる。こ
のことは、「ドナベディアン・モデル」に基づい
て実習教育の質を評価することを主張する中村ら

（2009）の言葉を借りれば、実習評価の「結果」
から、実習教育のシステム（構造）と教育内容

（過程）への評価・見直しへとフィードバックす
ることが求められることと表現される。本調査結
果においては、特に大項目エ、カ、キ、クに対す
る実習指導上のカリキュラム及びその単元や授業
デザインを、担当教員は改善していくことが求め
られる。
3.1.2.2．�実習配属先機関・施設及びその実習指導

者に帰する要因
2 つには、実習配属先機関・施設及びその実習

指導者に帰する要因であり、当該実習生に対し
て、本評価表で示される学習内容及びその機会を
十分に指導・提供しているかどうかが挙げられ
る。総じて、得点の低い項目に対しては、得点の
高い項目に比べ、実習配属先において十分に指
導・提供できていないということが考えられる。
この場合、担当教員はこのような結果を実習指導
者へフィードバックすることで、実習配属先での
実習指導の方法や内容が改善されることを促して
いくことが必要である。特に、小項目の選択肢に
おいて「NA：やっていない」と回答されたもの
には注意が必要であろう。本調査結果では、21名
中、 5 人以上（回答者全体の23.8％）が「NA：
やっていない」と回答した 6 項目（項目全体の
11.8％）においては、当該実習配属先への確認と
実施検討への示唆が必要と思われる。
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3.1.2.3．�評価項目が示す学習内容自体に帰する要
因

3 つには、評価表が示す学習内容自体に帰する
要因であり、その項目が示す学習内容を達成する
こと自体の困難さが挙げられる。本評価表は相談
援助実習における厚労省のシラバス学習内容及び
社養協ガイドラインに対応したものであり、社会
福祉士として習得しなければならな学習内容が列
挙、作成されたものではあるものの、現状180時
間程度の実習期間では、これらの領域すべてにわ
たって十分に達成できるのかどうかの議論・課題
があると思われる。

本調査結果を、大項目から全体的に見れば、
ア、イ、ウに対応する専門的援助関係や相談援助
過程については、比較的達成しやすい内容と言え
るが、エ、カ、キ、クは達成しにくい内容である
と考えられる。このことを総じて言えば、専門的
援助関係や相談援助過程に関する学習内容は達成
されたと感じられており、権利擁護もしくはエン
パワメント支援、社会福祉士としての倫理、従来
ソーシャルアドミニストレーションと言われる経
営や運営管理、コミュニティーワーク（もしくは
コミュニティーソーシャルワーク）といった地域
支援に関する学習内容は比較的達成できなかった
といえる。

しかしながら、比較的得点が高い大項目イにお
いても、その中項目 6 ：「個別支援計画等、様々
な計画の策定方法を学ぶ（プランニングまでを主
として）」に対応する小項目Q13：「プランニング
の重要なポイント、手順が説明できる」、Q14：

「利用者のアセスメントに基づいてプランニング
ができる」、Q15：「担当する利用者（特定ケー
ス）の支援目標を根拠を示して設定できる」は、
相談援助過程における中核的な援助技術にあたる
思われるものの、平均値が低かった結果から、達
成するには難易度の高い内容であると思われる。
池田・米本（1991）は、実習配属先と実習生自身
に実習後にそれぞれ22項目 4 側面からなる独自に
作成した評価を実施、比較しているが、実習生の

自己評価においては特に「実践技術・技能の習
得」に関する項目が他の項目に比べかなり低得点
になる傾向があることを指摘しており、本調査結
果もほぼ同様の結果である思われ、実習中に実践
的な援助技術を習得することの困難さが示唆され
る。

一方比較的平均値が低い大項目であるキ：「経
営やサービスの管理運営の実際」の小項目Q37：

「実習機関・施設の意思決定過程（稟議の流れ
等）、決議機関、委員会の役割等について説明で
きる」、Q38：「実習機関・施設の法的根拠及び予
算・事業計画、決算・事業報告について説明でき
る」、Q39：「実習機関・施設で用いられる文書の
種類・用途・管理方法について説明できる」は、
いわゆる、ソーシャルアドミニストレーションと
いわれる施設・機関の経営や運理管理に関する内
容であるが、これらは当該配属先の施設・機関の
センター長や事務長レベルでの業務分掌にあたる
と思われる内容であり、実際、実習指導者による
指導では不十分もしくは困難になることが予想さ
れる。またク：「地域社会の一部であることの理
解と地域社会の働きかけに関する理解」の中項目
21：「地域社会における実習機関・施設の役割と
働きかけの方法等を学ぶ」に対応する小項目
Q45：「当該地域の地域福祉計画・地域福祉活動
計画の特徴をあげることができる」、Q47：「当該
地域アセスメントを行うことができる」、Q48：

「当該地域におけるネットワーキングの実践を説
明できる」、Q49当該地域住民や当事者の組織化
の方法を説明できる」などといった、当該機関

（たとえば社会福祉協議会に代表される）・施設の
コミュニティ・ワーク（あるいはコミュニティ・
ソーシャルワーク）の実際の過程や効果は、一定
程度の時間的推移の中で認識されると考えられる
が、短い実習期間中には実習生にとって、理解、
習得が困難ではないかと推察される。
3.1.2.4．�実習生自身が評価項目の示す学習内容を

意識化できない要因
さらに、 4 つには、上記3.1.2.1.に挙げたこと
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とも関連するが、実際は実習中にその学習活動を
行ったにもかかわらず、実習生自身がその項目の
示す学習内容を意識化できず、得点が低くなって
いるといった学生自身の要因に帰するものであ
る。例えば、大項目エの中項目 9 ：「利用者や関
係者（家族等）への権利擁護及びエンパワメント
実践を学ぶ」のうちの小項目Q23：「実習機関・
施設における利用者への権利擁護の取り組みを説
明できる」、Q24：「実習機関・施設におけるエン
パワメント実践を抽出して説明できる」といっ
た、権利擁護やエンパワメント支援は、当該配属
実習先機関・施設のさまざまなソーシャルワーク
実践の中で通底して取り組まれているものと思わ
れるが、実習生自身がそれ自体を意識化できない
こともあるのではないかと推察する。またそのよ
うな意味で、上記3.1.2.2.で挙げた、小項目の選
択肢において「NA：やっていない」と回答され
たものにも注意が必要であり、本当にその学習活
動をやっていないのか吟味する必要があるであろ
う。

3.2．大項目における実習前後の差の結果と考察
3.2.1．大項目における実習前後の差の結果

次に、大項目において、それぞれ実習前後の平

均値の差の検定（t検定）を求めた。実習前と実
習後では筆者が作成した自己評価表の評定名称が
異なるものの、今回は対応関係があるという前提
で検定を行った。表 5 はその結果である。

ア：「円滑な人間関係の形成」は.01％水準で、
イ：「利用者理解とその需要の把握及び支援計画
の作成」は 5 ％水準で、ウ：「利用者やその関係
者との援助関係の形成」とオ：「他職種連携をは
じめとする支援におけるチームアプローチの実
際」は10％水準で、それぞれ実習事後に平均値が
上昇しており有意な値が示された【表 5 】。な
お、総合計得点の平均値においても実習後有意に
上昇した【表 5 】。
3.2.2．�大項目における実習前後の差の結果から

の考察
本調査結果は、およその対応関係によるデータ

であったものの、いくつかの項目が有意に増加し
たこと、項目の総合計得点が有意に増加したこと
から、実習経験を得た実習生が学習達成度を向上
させたことが、この評価表による自己評価の結果
から推察される。

また、実習前後の平均値の差が有意に上昇した
項目ア、イ、ウは、3.1.1.で示した実習後の結果
では比較的平均値が高く、有意ではなかった項目

表 5　大項目の各平均値における実習前後の差
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エ、カ、キ、クは、比較的平均値が低かった。こ
のことから、大項目ア、イ、ウの学習内容は、実
習中の実習生にとって、比較的達成しやすいもし
くは学びやすく、エ、カ、キ、クは達成が困難で
あったもしくは学びにくかったことが、この対応
データからも示唆された。

4 ．総合考察

実習生による自己評価のみの結果ではあるが、
本研究の結果から、本評価表によって、相談援助
実習でなされた学習内容とその達成度を確認する
ことができた。

しかしながら学習の達成度は学習内容によって
差があった。特に実習後に達成度としての得点が
低い項目が生じる理由を、①当該実習生及び当該
担当教員に帰する要因、②実習配属先機関・施設
及びその実習指導者に帰する要因、③評価項目が
示す学習内容自体に帰する要因、④実習生自身が
評価項目の示す学習内容を意識化できない要因の
4 つの要因に整理し言及した。

①②④においては、実習配属先による実習指導
の内実も含めた実習教育全体の授業デザインの見
直し・改善が求められるものと考える。しかしな
がら③においては、特に低得点となる傾向のある
項目に対して、現在、180時間（180時間以上と定
められているが）で実施される実習状況におい
て、その学習内容の達成を求めることが果たして
妥当なのかどうかという疑問が生じ得ず、このこ
とは議論が分かれるところであろうが、いずれに
しろ今後は実習教育の文脈において、評価表の項
目自体に対する吟味・検討の議論が必要であろ
う。

5 ．おわりに

今後は、池田・米本（1991）や藤井ら（2005）
の研究にあるように、実習生の自己評価のみでな
く、実習指導者や担当教員の評価も含めて実習教

育上の課題を検討していくことが求められる。ま
た、項目おける学習内容の達成度の差異ついて、
実習配属先種別ごとの差や、実習指導者及び担当
教員による実習指導の仕方との関連においても検
討することが課題である。
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